
参考資料１ 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律（抄） 

 

 

 (目的) 

第一条 この法律は、有害物質を含有する家庭用品について保健衛生上の見地から必要な

規制を行なうことにより、国民の健康の保護に資することを目的とする。 

 

 (定義) 

第二条 この法律において「家庭用品」とは、主として一般消費者の生活の用に供される

製品(別表に掲げるものを除く。)をいう。 

 

２ この法律において「有害物質」とは、家庭用品に含有される物質のうち、水銀化合物

その他の人の健康に係る被害を生ずるおそれがある物質として政令で定める物質をいう。 

 

（事業者の責務）  

第三条  家庭用品の製造又は輸入の事業を行なう者は、その製造又は輸入に係る家庭用品

に含有される物質の人の健康に与える影響をはあくし、当該物質により人の健康に係る被

害が生ずることのないようにしなければならない。 

 

（家庭用品の基準） 

第四条 厚生労働大臣は、保健衛生上の見地から、厚生労働省令で、家庭用品を指定し、

その家庭用品について、有害物質の含有量、溶出量又は発散量に関し、必要な基準を定

めることができる。 

 

２ 厚生労働大臣は、保健衛生上の見地から、厚生労働省令で、毒物及び劇物取締法(昭和

二十五年法律第三百三号)第二条第一項に規定する毒物又は同条第二項に規定する劇物

である有害物質を含有する家庭用品を指定し、その家庭用品について、その容器又は被

包に関し、必要な基準を定めることができる。 

 

３ 厚生労働大臣は、前二項の規定により基準を定めようとするときは、あらかじめ、薬

事・食品衛生審議会の意見を聴くとともに、消費者庁長官及び当該家庭用品についての

主務大臣に協議しなければならない。 

 


